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(57) Abstract: Disclosed i s a mobile wireless device capa
ble o f achieving high antenna performance and o f reducing

[ 図1] the impact o f a notch in a plate member and the impact on
antenna performance due t o routing o f the signal cable that
electrically connects a first circuit substrate and a second
circuit substrate. The disclosed mobile wireless device i s
provided with a conductive member (30) which covers a
signal cable (120) that electrically connects a first circuit
substrate (105) provided in a first housing and a second cir
cuit substrate (106) provided in a second housing, and
which covers a notch (21) in a ground plate (20) stacked
with the second circuit substrate (106). B y this means,
when an antenna element i s positioned near a first hinge, o r
even i f the first hinge i s used as an antenna element, impact
due t o the notch (21) i n the ground plate (20) and impact
due t o routing o f the signal cable (120) can b e decreased,
and a high antenna performance can b e secured.

(57) 要約： 本発明の課題は、板状部材の切欠き
による影響、第 1回路基板と第 2 回路基板とを
電気的に接続する信号ケーブルの引き回しによ
るアンテナ性能への影響を低減でき、高いアン
テナ性能を確保することができる携帯無線機を
提供することである。 第 1筐体に設けられた
第 1回路基板 （1 0 5 ) と第 2筐体に設けられ
た第 2 回路基板 （1 0 6 ) とを電気的に接続す
る信号ケーブル （1 2 0 ) を覆うとともに、第
2 回路基板 （1 0 6 ) と積層 して設けられた板
状のグラン ド （2 0 ) の切欠き （2 1 ) を覆 う
導電性部材 （3 0 ) を備えている。これによ
リ、第 1 ヒンジの近傍にアンテナ素子が配置さ

れている場合や、第 1 ヒンジをアンテナ素子として使用する場合でも、板状のグラン ド （2 0 ) の切欠
き （2 1 ) による影響や、信号ケーブル （1 2 0 ) の引き回しによる影響を低減でき、高いアンテナ性
能を確保することができる。
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明 細 書

発明の名称 ：携帯無線機

技術分野

[0001 ] 本発明は、折畳み式の携帯無線機 に関する。

背景技術

[0002] 上述 した折畳み式の携帯無線機 には、 2 つの筐体のそれぞれに回路基板 を

設けて、 2 つの回路基板間を信号ケ一プルで接続するように したものがある

(例 えば、特許文献 1 及び特許文献 2 を参照）。特 に、特許文献 1 に記載 さ

れた携帯無線機では、 2 つの回路基板間を接続する信号ケ一プルの長い引き

回 しによるアンテナ性能劣化を抑えるために、各筐体内の ヒンジ直近でケ一

プルの被覆 を剥いで露出させたグラン ド （通常はシール ド線）を回路基板の

グラン ドに接続するように している。

[0003] また、折畳み式の携帯無線機 には、待ち受けでは閉 じ状態、通話時では開

き状態、テ レビ放送 （主にワンセグ放送）視聴時では画面が見える状態で閉

じるビュ一ァ状態をとり得 る回転 2 軸構造 （" ス ィ一ベル構造" とも呼ばれ

る）を採用 したものもある。図 1 4 は、回転 2 軸構造を採用 した折畳み式の

携帯無線機 1 0 0 の外観 を示す斜視図である。同図の （a ) は縦開き状態を

示 し、 （b ) は縦開き且つ第 2 筐体を略 9 0 度回転 させた状態を示す。 この

携帯無線機 1 0 0 は、 3 つの筐体 （第 1 筐体 1 0 1 、第 2 筐体 1 0 2 、第 3

筐体 1 0 3 ) か らな り、第 1 筐体 1 0 1 と第 3 筐体 1 0 3 は第 1 ヒンジ 1 1

0 によって開閉自在 に連結 され、第 3 筐体 1 0 3 と第 2 筐体 1 0 2 は第 2 ヒ

ンジ 1 1 1 によって回動 自在 に連結 されている。第 1 ヒンジ 1 1 0 は、第 1

筐体 1 0 1 と第 3 筐体 1 0 3 との間に設けられてお り、第 2 ヒンジ 1 1 1 は

、第 3 筐体 1 0 3 と第 2 筐体 1 0 2 との間に設けられている。第 1 筐体 1 0

内に設けられた第 1 回路基板 1 0 5 と第 2 筐体 1 0 2 内に設けられた第 2

回路基板 1 0 6 とが信号ケ一プル 1 2 0 で接続 されている。信号ケ一プル 1

2 0 には、主に細線同軸ケーブルが用い られる。



[0004] 図 1 5 は、第 2 筐体 1 0 2 と第 3 筐体 1 0 3 との接続部分の構成を示す図

である。同図において、信号ケ一プル 1 2 0 の一端にはコネクタ 1 2 が接

続されており、このコネクタ 1 2 1 が第 2 回路基板 1 0 6 に実装されたコネ

クタ 1 2 2 に接続される。信号ケ一プル 1 2 0 の他端にも同様のコネクタ 1

(図示略）が接続されており、このコネクタ 1 2 1 が第 1筐体 1 0 1 内

の第 1 回路基板 1 0 5 に実装されたコネクタ 1 2 2 (図示略）に接続される

。第 2 筐体 1 0 2 内には、機器本体の薄型化と液晶表示器 1 4 0 (図 1 4 (

a ) 参照）の大型化による第 2 筐体 1 0 2 の強度低下を補償するための板状

部材 1 3 0 が設けられている。この板状部材 1 3 0 は、主に剛性を有するス

テンレス鋼で作られる。

[0005] 板状部材 1 3 0 の第 2 ヒンジ 1 1 1側には、信号ケ一プル 1 2 0 を通すた

めの切欠き 1 3 が形成されている。この切欠き 1 3 1 は、信号ケ一プル 1

2 0 を第 2 ヒンジ 1 1 1 の筒状部に自然な状態で通すために形成されたもの

である。つまり、第 2 ヒンジ 1 1 1 が第 2 筐体 1 0 2 の略中央に位置 し、第

2 回路基板 1 0 6 が第 2 筐体 1 0 2 内の背面 （液晶表示器 1 3 0 が設けられ

る面と対向する面）に近接 して配置されることから、第 2 ヒンジ 1 1 1 と板

状部材 1 3 0 との間に段差が生 じる。この段差があるために、板状部材 1 3

0 に切欠き 1 3 を設けないと、信号ケ一プル 1 2 0 を板状部材 1 3 0 の第

2 ヒンジ 1 1 1側の端部で略直角に曲げる必要がある。これでは、強度的に

信号ケ一プル 1 2 0 に無理がかかり、断線等の不具合が発生する可能性があ

る。そこで、板状部材 1 3 0 に切欠き 1 3 を設けて、信号ケ一プル 1 2 0

が無理な状態にならないようにして、第 2 ヒンジ 1 1 1 の筒状部を通すよう

にしている。

先行技術文献

特許文献

[0006] 特許文献1 ：日本国特開 2 0 0 6 —0 0 5 5 6 7 号公報

特許文献2 ：日本国特開 2 0 0 9 - 1 9 1 4 号公報

発明の概要



発明が解決 しょうとする課題

[0007] ところで、携帯無線機の一種である携帯電話は、デザイン性の観点か ら小

型 薄型化の要求も大 きく、特 に回転 2 軸構造を採用 したものにおいては薄

型化 と強度確保の両立、更にそれ らを確保 した状態でのアンテナ性能の確保

が重要になっている。回転 2 軸構造の携帯無線機の薄型化の 1 つの方法 と し

ては、上述 したように、第 2 ヒンジ 1 1 1 を第 2 筐体 1 0 2 の下側 に設ける

方法がある。強度確保の 1 つの方法 と しては、上述 した板状部材 1 3 0 を設

ける方法がある。 また、薄型化のためには、板状部材 1 3 0 には切欠 き 1 3

を設ける必要があるが、 ヒンジ部近傍 にアンテナが設けられている場合、

板状部材 1 3 0 の下端部分 1 5 0 にアンテナ電流が集中するため、切欠 き 1

3 を設けると、切欠 き 1 3 の端部 に沿 ったアンテナ電流が流れることに

より、不要な共振が発生する憂いがある。 また、本来板状部材 1 3 0 で覆わ

れている信号ケ一プル 1 2 0 が、切欠 き 1 3 1 部分において露出することに

より、信号ケ一プル 1 2 0 か らの不要な放射が増加する憂いがある。

[0008] また、板状部材 1 3 0 に切欠 き 1 3 を形成することで、 この切欠 き 1 3

1 よ り先、即ち第 2 筐体 1 0 2 の上端側 （図 1 5 の図面で見ると下側）にコ

ネクタ 1 2 1 を配置することになるため、第 2 筐体 1 0 2 内での信号ケープ

ル 1 2 0 の引き回 しが長 くなる。 このこともアンテナ性能を低下させる原因

となる。

[0009] このように、第 2 ヒンジ 1 1 1 の近傍 にアンテナが設けられている場合、

板状部材 1 3 0 の切欠 き 1 3 と信号ケ一プル 1 2 0 の長い引き回 しがアン

テナ性能に影響 を与える。なお、 アンテナ性能への影響は、通常の折畳み式

の携帯無線機 においても、第 1 筐体 と第 2 筐体 とを開閉自在 に連結するヒン

ジがあって、 この ヒンジの近傍 にアンテナが設けられていれば、同様 に起 こ

り得 る。

[001 0] 本発明は、係 る事情 に鑑みてなされたものであ り、機器本体の薄型化 と強

度確保 を同時に実施するように しても、強度確保用の板状部材の切欠 きや、

第 1 回路基板 と第 2 回路基板 とを電気的に接続する信号ケ一プルの引き回 し



によるアンテナ性能への影響を低減でき、高いアンテナ性能を確保すること

ができる携帯無線機を提供することを目的とする。

課題を解決するための手段

[001 1] 本発明の携帯無線機は、第 1 筐体と、第 2 筐体と、前記第 1 筐体と前記第

2 筐体とを開閉自在に連結する第 1 ヒンジと、前記第 1 筐体に設けられた第

1 回路基板と、前記第 2 筐体に設けられた第 2 回路基板と、前記第 1 回路基

板と前記第 2 回路基板とを電気的に接続する信号ケーブルと、前記信号ケー

プルが通過する位置に切欠きを有 し、前記第 2 回路基板と積層 して設けられ

た板状のグラン ドと、前記信号ケ一プルを覆うとともに前記切欠きを覆う導

電性部材と、を備えた。

[001 2] 上記構成によれば、導電性部材で信号ケ一プルを覆うとともに、板状のグ

ラン ドの切欠きを覆うので、第 1 筐体と第 2 筐体とを開閉自在に連結する第

ヒンジの近傍にアンテナが配置されていても、板状のグラン ドの切欠きに

よる影響や、第 1 回路基板と第 2 回路基板とを電気的に接続する信号ケープ

ルの引き回 しによる影響を低減でき、高いアンテナ性能を確保することがで

きる。

[001 3] 本発明の携帯無線機は、第 1 筐体と、第 2 筐体と、第 3 筐体と、前記第 1

筐体と前記第 3 筐体とを開閉自在に連結する第 1 ヒンジと、前記第 2 筐体と

前記第 3 筐体とを回動自在に連結する第 2 ヒンジと、前記第 1 筐体に設けら

れた第 1 回路基板と、前記第 2 筐体に設けられた第 2 回路基板と、前記第 1

回路基板と前記第 2 回路基板とを電気的に接続する信号ケーブルと、前記信

号ケーブルが通過する位置に切欠きを有 し、前記第 2 回路基板と積層 して設

けられた板状のグラン ドと、前記信号ケ一プルを覆うとともに前記切欠きを

覆う導電性部材と、を備えた。

[0014] 上記構成によれば、導電性部材が信号ケーブルを覆うとともに、板状のグ

ラン ドの切欠きを覆うので、第 1 筐体と第 3 筐体とを開閉自在に連結する第

ヒンジの近傍にアンテナが配置されていても、板状のグラン ドの切欠きに

よる影響や、第 1 回路基板と第 2 回路基板とを電気的に接続する信号ケープ



ルの引 き回 しによる影響 を低減 で き、高いアンテナ性能 を確保 することがで

きる。

[001 5] 上記構成 において、前記導電性部材 は、前記板状 の グラン ドに前記切欠 き

の周囲で容量結合 され る。

[001 6] 上記構成 によれば、導電性部材が板状 の グラン ドに切欠 きの周囲で容量結

合 され るので、切欠 きでの信号ケ一 プルの影響 が低減 し、高いアンテナ性能

を確保 で きる。

[001 7] 上記構成 において、前記導電性部材 は、前記板状 の グラン ドに電気的に接

続 され る。

[001 8] 上記構成 によれば、導電性部材が板状 の グラン ドに電気的に接続 され るの

で、切欠 きでの信号ケ一 プルの影響 が低減 し、高いアンテナ性能 を確保 で き

る。

[001 9] 上記構成 において、前記導電性部材 は、前記信号ケー ブル を覆 う側 の面 に

突起 を有 する。

[0020] 上記構成 によれば、導電性部材 と信号ケー ブル との容量結合 を強化で き、

切欠 きでの信号ケ一 プルの影響 が更 に低減 し、 よ り高いアンテナ性能 を確保

で きる。特 に、突起の数 が多 ければ多いほ ど結合が強化 され るので、対策効

果が更 に上がる。

[0021 ] 上記構成 において、前記第 1 ヒンジをアンテナ素子 と して用いる。

[0022] 上記構成 によれば、導電性部材が信号ケー ブル を覆 うとともに、板状 の グ

ラン ドの切欠 きを覆 うので、第 1 ヒンジをアンテナ素子 と して用いても、板

状 の グラン ドの切欠 きによる影響や、切欠 き部分 における信号ケ一 プルの影

響、第 1 回路基板 と第 2 回路基板 とを電気的に接続 する信号ケ一 プルの引 き

回 しによる影響 を低減 で き、高いアンテナ性能 を確保 することがで きる。

発明の効果

[0023] 本発明によれば、機器本体の薄型化 と強度確保 を同時 に実施 するように し

ても、高いアンテナ性能 を確保 することがで きる。

図面の簡単な説明



[0024] [ 図1] 本発明の実施の形態 1 に係る携帯無線機の第 2 筐体と第 3 筐体との接続

部分の構成を示す図

[ 図2] 図 1 のA _ A 線断面図

[ 図3] 図 1 の B —B線断面図

[ 図4] 本発明の実施の形態 2 に係る携帯無線機の第 2 筐体と第 3 筐体との接続

部分の構成を示す図

[ 図5] 本発明の実施の形態 3 に係る携帯無線機の導電性部材の取り付け部分の

断面図

[ 図6] 本発明の実施の形態 4 に係る携帯無線機の第 2 筐体と第 3 筐体との接続

部分の構成を示す図

[ 図7] 図 6 のC —C線断面図

[ 図8] 本発明の実施の形態 5 に係る携帯無線機の導電性部材の取り付け部分の

断面図

[ 図9] 本発明の実施の形態 6 に係る携帯無線機の第 2 筐体と第 3 筐体との接続

部分の構成を示す図

[ 図10] 図 9 の D _ D線断面図

[ 図11] 本発明の実施の形態 7 に係る携帯無線機の第 2 筐体と第 3 筐体との接

続部分の構成を示す図

[ 図12] ( a ) ， （b ) 本発明の実施の形態 8 に係る携帯無線機の外観を示す

斜視図

[ 図13] 図 1 2 の携帯無線機の第 2 筐体と第 3 筐体との接続部分の構成を示す

図

[ 図14] ( a ) ， （b ) 回転 2 軸構造を採用 した折畳み式の携帯無線機の外観

を示す斜視図

[ 図15] 図 1 4 の携帯無線機における第 2 筐体と第 3 筐体との接続部分の構成

を示す図

発明を実施するための形態

[0025] 以下、本発明を実施するための好適な実施の形態について、図面を参照 し



て詳細に説明する。

[0026] (実施の形態 1 )

図 1 は、本発明の実施の形態 1 に係る携帯無線機の第 2 筐体と第 3 筐体と

の接続部分の構成を示す図である。また、図 2 は図 1 のA —A 線断面図であ

る。

[0027] 本実施の形態の携帯無線機は、図 1 4 ( a ) ， （b ) の従来の携帯無線機

と同様の回転 2 軸構造を採用 した折畳み式のものである。全体的な構成は図

4 ( a ) , ( b ) と同様であるので、図 1 4 ( a ) ， （b ) を援用するこ

ととする。但 し、本実施の形態の携帯無線機に付与する符号を 「1」とする

[0028] 図 1 4 ( a ) ， （b ) に示すように、本実施の形態の携帯無線機 1 は、第

1筐体 1 0 1、第 2 筐体 1 0 2 及び第 3 筐体 1 0 3 からなり、第 1筐体 1 0

と第 3 筐体 1 0 3 は第 1 ヒンジ 1 1 0 によって開閉自在に連結され、第 3

筐体 1 0 3 と第 2 筐体 1 0 2 は第 2 ヒンジ 1 1 1 によって回動自在に連結さ

れている。第 1 ヒンジ 1 1 0 は、第 1筐体 1 0 1 と第 3 筐体 1 0 3 との間に

設けられており、第 2 ヒンジ 1 1 1 は、第 3 筐体 1 0 3 と第 2 筐体 1 0 2 と

の間に設けられている。第 1筐体 1 0 1 内に設けられた第 1 回路基板 1 0 5

と第 2 筐体 1 0 2 内に設けられた第 2 回路基板 1 0 6 とが信号ケ一プル 1 2

0 で接続されている。

[0029] 図 1 において、第 2 筐体 1 0 2 内には機器本体の薄型化と液晶表示器 1 4

0 (図 1 4 ( a ) 参照）の大型化による第 2 筐体 1 0 2 の強度低下を補償す

るための板状のグラン ド2 0 が第 2 回路基板 1 0 6 と積層 して設けられてお

り、この板状のグラン ド2 0 の第 2 ヒンジ 1 1 1側には信号ケ一プル 1 2 0

を通すための切欠き2 が形成されている。板状のグラン ド2 0 は従来の板

状部材 1 3 0 と同様のものであり、主に剛性を有するステンレス鋼で作られ

ている。

[0030] 板状のグラン ド2 0 の切欠き2 1 は、第 2 ヒンジ 1 1 1 と板状のダラン ド

2 0 との間に生ずる段差に対 して信号ケ一プル 1 2 0 を第 2 ヒンジ 1 1 1 の



筒状部内に自然な状態で通すことができるように したものである。但 し、第

2 ヒンジ 1 1 1 の近傍 にアンテナ素子 （図示略）が配置されている場合に、

切欠 き 2 を設けることで、板状のグラン ド2 0 の下端部分 2 2 においてァ

ンテナ電流が乱れ易 くな り、 アンテナ性能が低下 して しまう。特 に、板状の

グラン ド2 0 の下端部分 2 2 にアンテナ電流が集中するので、 アンテナ性能

の低下が大 きくなる。

[0031 ] 本発明では、導電性 を有する部材で信号ケ一プル 1 2 0 及び板状のグラン

ド2 0 の切欠 き 2 を覆 うように して板状のグラン ド2 0 の下端部分 2 2 に

おけるアンテナ電流の乱れを低 く抑えるように している。導電性 を有する部

材 と しては、本実施の形態の携帯無線機 1 では、図 1 に示すような中央部 に

半円筒部 3 0 a (図 3 参照）を有する板状の導電性部材 3 0 を用いている。

この導電性部材 3 0 は板状 グラン ド2 0 の切欠 き 2 の略全域 を覆 うことが

できる大 きさに形成 されている。

[0032] 図 3 は、図 1 の B _ B 線断面図である。同図に示すように、導電性部材 3

0 は、半円筒部 3 0 a と、 この半円筒部 3 0 a と一体に形成 され、半円筒部

3 0 a の両端それぞれか ら直角方向に延びる延設部 3 0 b 1 、 3 0 b 2 とか

ら構成 される。半円筒部 3 0 a は、信号ケ一プル 1 2 0 の外導体の一部分の

周囲を覆い隠すことができる大 きさに形成 されている。延設部 3 0 b 1 、 3

0 b 2 は、半円筒部 3 0 a とともにグラン ド2 0 の切欠 き 2 を覆 う大 きさ

に形成 されている。導電性部材 3 0 は、延設部 3 0 b 1 、 3 0 b にて板状

のグラン ド2 0 に固定される。 この際、導電性部材 3 0 の固定にね じ4 0 、

4 0 が用い られる。なお、板状のグラン ド2 0 には、ね じ受部 4 1 が設けら

れてお り、 このね じ受部 4 1 とね じ4 0 とで導電性部材 3 0 を板状のダラン

ド2 0 に固定する。

[0033] 導電性部材 3 0 の半円筒部 3 0 a で信号ケ一プル 1 2 0 を覆 うことで、半

円筒部 3 0 a と信号ケ一プル 1 2 0 の外導体 とが容量結合 し、信号ケ一プル

1 2 0 の外導体が高周波的にグラン ドに接続 される。 また、導電性部材 3 0

の全体で板状のグラン ド2 0 の切欠 き 2 を覆 うことで、第 1 ヒンジ 1 1 0



や第 2 ヒンジ 1 1 1 の近傍にアンテナ素子 （図示略）が配置されていても、

板状のグラン ド2 0 の切欠き2 による影響や、信号ケ一プル 1 2 0 の引き

回 しによる影響を低減でき、高いアンテナ性能を確保することが可能となる

[0034] このように本実施の形態に係る携帯無線機 1 によれば、第 1筐体 1 0 1 に

設けられた第 1 回路基板 1 0 5 と第 2 筐体 1 0 2 に設けられた第 2 回路基板

1 0 6 とを電気的に接続する信号ケ一プル 1 2 0 を覆うとともに、第 2 回路

基板 1 0 6 と積層 して設けられた板状のグラン ド2 0 の切欠き2 を覆う導

電性部材 3 0 を備えたので、第 1 ヒンジ 1 1 0 の近傍にアンテナ素子が配置

されていても、板状のグラン ド2 0 の切欠き2 1 による影響や、信号ケープ

ル 1 2 0 の引き回 しによる影響を低減でき、高いアンテナ性能を確保するこ

とができる。

[0035] (実施の形態 2 )

図4 は、本発明の実施の形態 2 に係る携帯無線機の第 2 筐体と第 3 筐体と

の接続部分の構成を示す図である。本実施の形態の携帯無線機 2 は、前述 し

た実施の形態 1 の携帯無線機 1 と同様に回転 2 軸構造を採用 したものである

[0036] 本実施の形態の携帯無線機 2 は、前述 した実施の形態 1 の切欠き2 より

小さい切欠き2 A に対応させた導電性部材 5 0 を有 している。この導電性

部材 5 0 は、半円筒部 5 0 a と、その半円筒部 5 0 a と一体に形成され、半

円筒部 5 0 a の一端部分の両端それぞれから直角方向に延びる羽部 5 0 b

、 5 0 b 2 、及び、半円筒部 5 0 a の他端部分の両端それぞれから直角方向

に延びる延設部 5 0 c 1、 5 0 c 2 とから構成される。半円筒部 5 0 a は、

信号ケ一プル 1 2 0 の外導体の一部分の周囲を覆い隠すことができる大きさ

に形成されており、羽部 5 0 b 1、 5 0 b 2 は、板状のグラン ド2 0 の切欠

き2 1 A を覆うことができる大きさに形成されている。延設部 5 0 c 1、 5

0 c 2 は、導電性部材 5 0 を板状のグラン ド2 0 に固定するためのものであ

る。導電性部材 5 0 は、ね じ4 0 、 4 0 によって板状のグラン ド2 0 に固定



される。

[0037] 導電性部材 5 0 を板状のダラン ド2 0 に固定することで、羽部 5 0 b 1、

5 0 b が板状のグラン ド2 0 の切欠き2 1 A を覆い、半円筒部 5 0 a が信

号ケ一プル 1 2 0 の外導体の一部分の周囲を覆うので、第 1 ヒンジ 1 1 0 の

近傍にアンテナ素子が配置されていても、板状のグラン ド2 0 の切欠き2

A による影響や、信号ケ一プル 1 2 0 の引き回 しによる影響を低減でき、高

いアンテナ性能を確保することができる。

[0038] (実施の形態 3 )

図 5 は、本発明の実施の形態 3 に係る携帯無線機の導電性部材の取り付け

部分の断面図である。図 5 は、図 3 に示す図 1 の B _ B線断面図と同様の図

である。本実施の形態の携帯無線機は、前述 した実施の形態 1 の携帯無線機

1 と同様に回転 2 軸構造を採用 したものである。

[0039] 図 5 において、本実施の形態の携帯無線機の導電性部材 6 0 は、前述 した

実施の形態 1 の携帯無線機 1 の導電性部材 3 0 と同様に、半円筒部 6 0 a と

延設部 6 0 b 1、 6 0 b 2 とで構成されるが、延設部 6 0 b 1、 6 0 b 2 そ

れぞれの半円筒部 6 0 a 寄 りの部分 b 1、 b 2 を断面凹に形成 して、板状の

グラン ド2 0 の切欠き2 A の端部に容量結合させるようにしている点に違

いがある。当該部分 b 1、 b 2 で導電性部材 6 0 を板状のダラン ド2 0 に容

量結合させることで、信号ケ一プル 1 2 0 の外導体と板状のグラン ド2 0 と

の結合が強化される。なお、本実施の形態において、板状のグラン ド2 0 の

切欠きの大きさが実施の形態 2 における切欠き2 A と同程度であつたが、

これよりも大きくても小さくても延設部 6 0 b 1、 6 0 匕2 の部分 1 1、 b

2 の長さL を調整することで対応できる。

[0040] このように、導電性部材 6 0 を板状のグラン ド2 0 に固定することで、導

電性部材 6 0 の半円筒部 6 0 a が板状のダラン ド2 0 の切欠き2 1 A を覆う

とともに、信号ケ一プル 1 2 0 の外導体の一部分の周囲を覆うので、第 1 ヒ

ンジ 1 1 0 の近傍にアンテナ素子が配置されていても、板状のグラン ド2 0

の切欠き2 A による影響や、信号ケ一プル 1 2 0 の引き回 しによる影響を



低減でき、高いアンテナ性能を確保することができる。特 に、信号ケ一プル

1 2 0 の外導体 と板状のグラン ド2 0 とが強固に結合するので、上記影響 を

更に低減できる。

[0041 ] (実施の形態 4 )

図 6 は、本発明の実施の形態 4 に係 る携帯無線機の第 2 筐体 と第 3 筐体 と

の接続部分の構成 を示す図である。 また、図 7 は、図 6 の C —C 線断面図で

ある。本実施の形態の携帯無線機 4 は、前述 した実施の形態 1 の携帯無線機

1 と同様 に回転 2 軸構造を採用 したものである。

[0042] 図 6 において、本実施の形態の携帯無線機 4 は、前述 した実施の形態 1 の

携帯無線機 1 の導電性部材 3 0 と略同 じ形状の導電性部材 7 0 を有 してお り

、半円筒部 7 0 a と延設部 7 0 b 1 、 7 0 b 2 とで構成 される。実施の形態

の携帯無線機 1 の導電性部材 3 0 と異なる点は、実施の形態 1 の携帯無線

機 1 では、導電性部材 3 0 を板状のグラン ド2 0 にね じ止めで固定 している

のに対 し、本実施の形態の携帯無線機 4 では、第 2 筐体 1 0 2 (図 1 4 ( a

) ， （b ) 参照）の内壁面 （図示略）に固定 している点である。 この場合、

第 2 筐体 1 0 2 の内壁面への固定は、スぺ一サを介 してね じ止めする方法や

、同 じくスぺ一サを介 して粘着テープや接着剤で固定する方法が挙げられる

[0043] このように、導電性部材 7 0 は容量結合により板状のグラン ド2 0 と接続

される。なお、導電性部材 7 0 と板状のグラン ド2 0 との間隔が狭 くなるほ

ど、両者間の容量結合は強 くなる。そ して、導電性部材 7 0 が板状のグラン

ド2 0 の切欠 き 2 1 を覆 うとともに、信号ケ一プル 1 2 0 の外導体の一部分

の周囲を覆 うので、第 1 ヒンジ 1 1 0 の近傍 にアンテナ素子が配置されてい

ても、板状のグラン ド2 0 の切欠 き 2 による影響や、信号ケ一プル 1 2 0

の引き回 しによる影響 を低減でき、高いアンテナ性能を確保することができ

る。

[0044] (実施の形態 5 )

図 8 は、本発明の実施の形態 5 に係 る携帯無線機の導電性部材の取 り付け



部分の断面図である。同図は、図3 に示す図 1 の B _ B線断面図と同様の図

である。本実施の形態の携帯無線機は、前述 した実施の形態 1 の携帯無線機

1 と同様に回転 2 軸構造を採用 したものである。

[0045] 図 8 において、本実施の形態の携帯無線機の導電性部材 8 0 は、前述 した

実施の形態 1 の携帯無線機 1 の導電性部材 3 0 と略同様に、半円筒部 8 0 a

と延設部 8 0 b 1、 8 0 b 2 とで構成されているが、半円筒部 8 0 a が、実

施の形態 1 の携帯無線機 1 の導電性部材 3 0 の半円筒部 3 0 a よりも深く湾

曲しており、信号ケ一プル 1 2 0 の外導体の周囲の半分以上を覆うことがで

きる形状となっている。一方、板状のグランド2 0 には導電性部材 8 0 の延

設部 8 0 b 1、 8 0 b 2 それぞれと対向する側の面に先端が尖った突起 2 0

a 、 2 0 a が設けられており、導電性部材 8 0 の延設部 8 0 b 1、 8 0 b 2

と積極的に接触するようになっている。導電性部材 8 0 の延設部 8 0 b 1、

8 0 b 2 は、第 2 筐体 1 0 2 (図 1 4 ( a ) ， （b ) 参照）の内壁面 （図示

略）側からパネやクッション等の弾性体で板状のグランド2 0 側に付勢され

る。

[0046] このように、導電性部材 8 0 は、直接及び容量結合により板状のダランド

2 0 と接続される。そして、導電性部材 8 0 が板状のグランド2 0 の切欠き

を覆うとともに、信号ケ一プル 1 2 0 の外導体の一部分の周囲を覆うの

で、第 1 ヒンジ 1 1 0 の近傍にアンテナ素子が配置されていても、板状のグ

ランド2 0 の切欠き2 による影響や、信号ケ一プル 1 2 0 の引き回しによ

る影響を低減でき、高いアンテナ性能を確保することができる。

[0047] (実施の形態 6 )

図 9 は、本発明の実施の形態 6 に係る携帯無線機の第 2 筐体と第 3 筐体と

の接続部分の構成を示す図である。また、図 1 0 は、図 9 のD —D線断面図

である。本実施の形態の携帯無線機 6 は、前述 した実施の形態 1 の携帯無線

機 1 と同様に回転 2 軸構造を採用 したものである。

[0048] 図 9 及び図 1 0 において、本実施の形態の携帯無線機 6 の導電性部材 9 0

は、前述 した実施の形態 3 の携帯無線機の導電性部材 6 0 と同様に、半円筒



部 9 0 a と、半円筒部 9 0 a 寄 りの部分 b 1 、 b 2 を断面凹に形成 した延設

部 9 0 b 1 、 9 0 b 2 とで構成 されるが、信号ケ一プル 1 2 0 を覆 っている

半円筒部 9 0 a の内面に少な くとも 2 つの突起 c を形成 して信号ケ一プル

1 2 0 の外導体 との容量結合を強化 した点に違いがある。導電性部材 9 0 と

信号ケ一プル 1 2 0 の外導体 との容量結合を強化することで、信号ケ一プル

1 2 0 の外導体 と板状のグラン ド2 0 との結合が強化される。 この場合、突

起 c 1 の数が多ければ多いほど結合が強化される。 したがって、第 1 ヒンジ

0 の近傍 にアンテナ素子が配置されていても、板状のグラン ド2 0 の切

欠 き 2 1 A による影響や、信号ケ一プル 1 2 0 の引き回 しによる影響 を更に

低減でき、 より高いアンテナ性能を確保することができる。

[0049] (実施の形態 7 )

図 1 1 は、本発明の実施の形態 7 に係 る携帯無線機の第 2 筐体 と第 3 筐体

との接続部分の構成 を示す図である。本実施の形態の携帯無線機 7 は、前述

した実施の形態 1 の携帯無線機 1 と同様 に回転 2 軸構造を採用 したものであ

る。 また、前述 した実施の形態 6 の携帯無線機 と同様の導電性部材 9 0 を有

している。

[0050] 特 に、本実施の形態の携帯無線機 7 は、第 1 ヒンジ 1 1 0 をアンテナ素子

と して用いたものである。第 1 ヒンジ 1 1 0 をアンテナ素子 と して用いても

、導電性部材 9 0 が板状のグラン ド2 0 の切欠 き 2 1 A を覆 うとともに、信

号ケ一プル 1 2 0 の外導体の一部分の周囲を覆 うので、板状のグラン ド2 0

の切欠 き 2 A による影響や、信号ケ一プル 1 2 0 の引き回 しによる影響 を

低減でき、高いアンテナ性能を確保することができる。

[0051 ] (実施の形態 8 )

図 1 2 は、本発明の実施の形態 8 に係 る携帯無線機の外観 を示す斜視図で

ある。同図の （a ) は開き状態を示 し、 （b ) は閉 じ状態を示す。本実施の

形態の携帯無線機 1 0 は、 2 つの筐体 （第 1 筐体 2 0 1 、第 2 筐体 2 0 2 )

か らな り、第 1 筐体 2 0 と第 2 筐体 2 0 2 は ヒンジ （第 1 ヒンジ） 2 0

によって開閉自在 に連結 されている。 ヒンジ 2 1 0 は、第 1 筐体 2 0 1 と第



2 筐体 2 0 2 との間に設けられている。第 1筐体 2 0 1 内には第 1 回路基板

2 0 5 が設けられており、第 2 筐体 2 0 2 内には第 2 回路基板 2 0 6 が設け

られている。

[0052] 図 1 3 は、本実施の形態の携帯無線機 1 0 の第 1筐体 2 0 1 と第 2 筐体 2

0 2 との接続部分の構成を示す図である。図 1 3 において、第 1筐体 2 0 1

内に設けられた第 1 回路基板 2 0 5 と第 2 筐体 2 0 2 内に設けられた第 2 回

路基板 2 0 6 とが信号ケ一プル 1 2 0 で接続されている。

[0053] 本実施の形態の携帯無線機 1 0 も第 2 筐体 2 0 2 内に機器本体の薄型化と

液晶表示器 2 3 0 の大型化による第 2 筐体 2 0 2 の強度低下を補償するため

の板状のグラン ド2 2 0 が設けられており、この板状のグラン ド2 2 0 のヒ

ンジ 2 0 側には、信号ケ一プル 1 2 0 を通すための切欠き2 が形成さ

れている。板状のグラン ド2 2 0 は、主に剛性を有するステンレス鋼で作ら

れている。

[0054] 本実施の形態の携帯無線機 1 0 は、前述 した実施の形態 3 の携帯無線機の

導電性部材 6 0 と同様の形状の導電性部材 3 3 0 を有 しており、この導電性

部材 3 3 0 が板状のグラン ド2 2 0 の切欠き2 2 を覆うとともに、信号ケ

—プル 1 2 0 の外導体の一部分の周囲を覆うので、 ヒンジ 2 0 の近傍にァ

ンテナ素子が配置されていたり、 ヒンジ 2 1 0 そのものがアンテナ素子とし

て用いられていたりしても、板状のグラン ド2 2 0 の切欠き2 による影

響や、信号ケ一プル 1 2 0 の引き回 しによる影響を低減でき、高いアンテナ

性能を確保することができる。

[0055] 上記実施の形態 4 を除く他の実施の形態 1 ~ 3 、 5 ~ 8 では、導電性部材

3 0 、 5 0 、 6 0 、 8 0 、 9 0 、 3 3 0 を板状のグラン ド2 0 、 2 2 0 に固

定するようにしたが、実施の形態 4 のように、導電性部材 7 0 を第 2 筐体 1

0 2 の内壁面に固定するようにしてもよい。

[0056] また、上記実施の形態 5 では、板状のグラン ド2 0 に突起 2 0 a を設けた

が、他の実施の形態 1 ~ 4 、 6 ~ 8 でも板状のグラン ド2 0 、 2 2 0 に同様

の突起 2 0 a を設けてもよい。



[0057] また、上記実施の形態 7 では、第 1 ヒンジ 1 1 0 をアンテナ素子 と して用

いたが、他の実施の形態 1 ~ 6 、 8 でも第 1 ヒンジ 1 1 0 (実施の形態 8 で

は、 ヒンジ 2 1 0 ) をアンテナ素子 と して用いてもよい。

[0058] 本発明を詳細にまた特定の実施態様 を参照 して説明 したが、本発明の精神

と範囲を逸脱することな く様 々な変更や修正を加えることができることは当

業者 にとって明 らかである。

[0059] 本 出願は、 2 0 1 0 年 7 月 5 日出願の日本特許出願 （特願 2 0 1 0 _ 1 5

3 4 3 5 ) に基づ くものであ り、その内容はここに参照 と して取 り込 まれる

産業上の利用可能性

[0060] 本発明は、折畳式の携帯電話機、 P H S (Persona L Handy-Phone System),

スマ ー トフ ォ ン、 携帯ゲーム機、 ノー トパ ソ コ ン等の携帯無線機への適用が

可能である。

符号の説明

[0061 ] 1 、 2 、 4 、 6 、 7 、 1 0 携帯無線機

2 0 、 2 2 0 板状のグラン ド

2 1 、 2 1 A 、 2 2 1 切欠 き

3 0 、 5 0 、 6 0 、 7 0 、 8 0 、 9 0 、 3 3 0 導電性部材

3 0 a 、 5 0 a 、 6 0 a 、 7 0 a 、 8 0 a 、 9 0 a 半円筒部

3 0 b 1 、 3 0 b 2 、 5 0 c 1 、 5 0 c 2 、 6 0 b 1 、 6 0 b 2 、 7 0 b

1 、 7 0 b 2 、 8 0 b 1 、 8 0 b 2 、 9 0 b 1 、 9 0 b 延設部

4 0 ね じ

4 1 ね じ受部

5 0 b 1 、 5 0 b 羽部

0 1 0 第 1 筐体

1 0 2 、 2 0 2 第 2 筐体

1 0 3 第 3 筐体

0 5 2 0 5 第 1 回路基板



、 2 0 6 第 2 回路基板

第 1 ヒンジ

第 2 ヒンジ

信号 ケ ーブル

、 1 2 2 コネ ク タ

、 2 3 0 液晶表示器

ヒンジ



請求の範囲

[ 請求項 1] 第 1 筐体 と、

第 2 筐体 と、

前記第 1 筐体 と前記第 2 筐体 とを開閉自在 に連結する第 1 ヒンジと

前記第 1 筐体 に設 け られた第 1 回路基板 と、

前記第 2 筐体 に設 け られた第 2 回路基板 と、

前記第 1 回路基板 と前記第 2 回路基板 とを電気的に接続する信号ケ

—プル と、

前記信号ケーブルが通過する位置 に切欠 きを有 し、前記第 2 回路基

板 と積層 して設 け られた板状のグラン ドと、

前記信号ケーブル を覆 うとともに前記切欠 きを覆 う導電性部材 と、

を備 えた携帯無線機。

[ 請求項2] 第 1 筐体 と、

第 2 筐体 と、

第 3 筐体 と、

前記第 1 筐体 と前記第 3 筐体 とを開閉自在 に連結する第 1 ヒンジと

前記第 2 筐体 と前記第 3 筐体 とを回動 自在 に連結する第 2 ヒンジと

前記第 1 筐体 に設 け られた第 1 回路基板 と、

前記第 2 筐体 に設 け られた第 2 回路基板 と、

前記第 1 回路基板 と前記第 2 回路基板 とを電気的に接続する信号ケ

—プル と、

前記信号ケーブルが通過する位置 に切欠 きを有 し、前記第 2 回路基

板 と積層 して設 け られた板状のグラン ドと、

前記信号ケーブル を覆 うとともに前記切欠 きを覆 う導電性部材 と、

を備 えた携帯無線機。



[ 請求項 3 ] 前記導電性部材は、前記板状のグラン ドに前記切欠 きの周囲で容量

結合 される請求項 1 又は請求項 2 に記載の携帯無線機。

[ 請求項 4 ] 前記導電性部材は、前記板状のグラン ドに電気的に接続 される請求

項 1 乃至請求項 3 のいずれか一項 に記載の携帯無線機。

[ 請求項 5 ] 前記導電性部材は、前記信号ケーブル を覆 う側の面 に突起 を有する

請求項 1 乃至請求項 4 のいずれか一項 に記載の携帯無線機。

[ 請求項 6 ] 前記第 1 ヒンジをアンテナ素子 と して用いる請求項 1 乃至請求項 5

のいずれか一項 に記載の携帯無線機。
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